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１【ファンドの運用状況】

（1）【投資状況】

「アドバンテージ日本株式ファンド」

(2024年8月30日現在)

資産の種類 時価合計(円) 投資比率(％)

親投資信託受益証券 537,799,143 97.31

内　日本 537,799,143 97.31

コール・ローン、その他の資産（負債控除後） 14,860,686 2.69

純資産総額 552,659,829 100.00

(注)投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（参考）「アドバンテージ日本株式マザーファンド」

(2024年8月30日現在)

資産の種類 時価合計(円) 投資比率(％)

株式 506,733,290 94.22

内　日本 506,733,290 94.22

コール・ローン、その他の資産（負債控除後） 31,063,548 5.78

純資産総額 537,796,838 100.00

(注)投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
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（2）【運用実績】

①【純資産の推移】

2024年8月末日および同日前1年以内における各月末ならびに下記計算期末の純資産の推移は次の通りで

す。

純資産総額

(分配落)

(円)

純資産総額

(分配付)

(円)

1口当たり

純資産額

(分配落)(円)

1口当たり

純資産額

(分配付)(円)

第１計算期間末日

(2018年1月26日)
722,183,084 722,183,084 1.2818 1.2818

第２計算期間末日

(2019年1月28日)
607,142,204 607,142,204 1.0727 1.0727

第３計算期間末日

(2020年1月27日)
398,606,030 398,606,030 1.2757 1.2757

第４計算期間末日

(2021年1月26日)
280,383,923 280,383,923 1.4744 1.4744

第５計算期間末日

(2022年1月26日)
1,879,617,734 1,879,617,734 1.3773 1.3773

第６計算期間末日

(2023年1月26日)
778,961,531 784,311,572 1.4560 1.4660

第７計算期間末日

(2024年1月26日)
484,777,450 484,777,450 1.9256 1.9256

第８期中間計算期間末日

(2024年7月26日)
498,205,526 － 2.1135 －

2023年   8月末日 524,187,128 － 1.7504 －

  9月末日 501,022,615 － 1.7446 －

 10月末日 474,916,419 － 1.6703 －

 11月末日 498,408,349 － 1.7952 －

 12月末日 490,321,670 － 1.8097 －

2024年   1月末日 487,731,819 － 1.9677 －

  2月末日 522,990,873 － 2.1334 －

  3月末日 571,466,442 － 2.2631 －

  4月末日 538,214,626 － 2.1624 －

  5月末日 517,948,605 － 2.2007 －

  6月末日 533,562,656 － 2.2535 －

  7月末日 550,927,395 － 2.1890 －

  8月末日 552,659,829 － 2.1459 －
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②【分配の推移】

計算期間 1口当たりの分配金(円)

第１計算期間 0.0000

第２計算期間 0.0000

第３計算期間 0.0000

第４計算期間 0.0000

第５計算期間 0.0000

第６計算期間 0.0100

第７計算期間 0.0000

2024年1月27日～2024年7月26日 －

③【収益率の推移】

計算期間 収益率(％)

第１計算期間 28.2

第２計算期間 △16.3

第３計算期間 18.9

第４計算期間 15.6

第５計算期間 △6.6

第６計算期間 6.4

第７計算期間 32.3

2024年1月27日～2024年7月26日 9.8

(注)「収益率」とは、各計算期間ごとに計算期末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計

算期末の基準価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」）を控除した額を前期末基準価額で除して

得た額に100を乗じて得た比率をいいます。

収益率は、小数第2位を四捨五入しております。
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２【設定及び解約の実績】

下記計算期間中の設定および解約の実績は次の通りです。

計算期間 設定数量(口) 解約数量(口) 発行済数量(口)

第１計算期間 758,418,338 195,019,392 563,398,946

第２計算期間 436,458,968 433,842,486 566,015,428

第３計算期間 57,241,742 310,801,093 312,456,077

第４計算期間 72,228,151 194,518,421 190,165,807

第５計算期間 1,554,117,412 379,595,760 1,364,687,459

第６計算期間 65,312,701 894,995,992 535,004,168

第７計算期間 31,981,845 315,238,340 251,747,673

2024年1月27日～2024年7月26日 37,080,869 53,098,731 235,729,811

(注)設定口数には、当初募集期間中の設定口数を含みます。
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３【ファンドの経理状況】

１． 当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（昭和52年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条の３及び第57条の２の規定により、

「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成してお

ります。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

２． 当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、第8期中間計算期間

（2024年1月27日から2024年7月26日まで）の中間財務諸表について、SKIP監査法人による

中間監査を受けております。
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中間財務諸表

【アドバンテージ日本株式ファンド】

(1)【中間貸借対照表】

（単位：円）

第7期計算期間

(2024年1月26日現在)

第8期中間計算期間

（2024年7月26日現在）

資産の部

流動資産

コール・ローン 9,010,731 19,641,596

親投資信託受益証券 481,801,521 483,776,956

流動資産合計 490,812,252 503,418,552

資産合計 490,812,252 503,418,552

負債の部

流動負債

未払解約金 1,146,231 29,611

未払受託者報酬 166,160 172,777

未払委託者報酬 3,601,411 3,744,638

その他未払費用 1,121,000 1,266,000

流動負債合計 6,034,802 5,213,026

負債合計 6,034,802 5,213,026

純資産の部

元本等

元本 251,747,673 235,729,811

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 233,029,777 262,475,715

（分配準備積立金） 115,886,248 93,139,520

元本等合計 484,777,450 498,205,526

純資産合計 484,777,450 498,205,526

負債純資産合計 490,812,252 503,418,552
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(2)【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第7期中間計算期間

（自　2023年1月27日

　　至　2023年7月26日）

第8期中間計算期間

（自　2024年1月27日

　　至　2024年7月26日）

営業収益

受取利息 － 354

有価証券売買等損益 105,063,610 53,475,435

営業収益合計 105,063,610 53,475,789

営業費用

支払利息 5,917 627

受託者報酬 211,451 172,777

委託者報酬 4,582,390 3,744,638

その他費用 1,141,000 1,266,000

営業費用合計 5,940,758 5,184,042

営業利益又は営業損失（△） 99,122,852 48,291,747

経常利益又は経常損失（△） 99,122,852 48,291,747

中間純利益又は中間純損失（△） 99,122,852 48,291,747

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は

一部解約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
24,629,231 12,410,452

期首剰余金又は期首欠損金（△） 243,957,363 233,029,777

剰余金増加額又は欠損金減少額 8,837,306 43,575,019

中間追加信託に伴う剰余金増加額

又は欠損金減少額
8,837,306 43,575,019

剰余金減少額又は欠損金増加額 113,858,801 50,010,376

中間一部解約に伴う剰余金減少額

又は欠損金増加額
113,858,801 50,010,376

中間剰余金又は中間欠損金（△） 213,429,489 262,475,715
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(3)【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評

価しております。

（中間貸借対照表に関する注記）

項目
第7期計算期間

（2024年1月26日現在）

第8期中間計算期間

（2024年7月26日現在）

1. 期首元本額 535,004,168円 251,747,673円

期中追加設定元本額 31,981,845円 37,080,869円

期中一部解約元本額 315,238,340円 53,098,731円

2. 受益権の総数 251,747,673口 235,729,811口

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

項目

第7期中間計算期間

（自　2023年1月27日

　　至　2023年7月26日）

第8期中間計算期間

（自　2024年1月27日

　　至　2024年7月26日）

その他費用の内訳 主に、印刷費用921,000円でありま

す。

主に、印刷費用1,046,000円であり

ます。

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

項目
第7期計算期間及び

第8期中間計算期間

1. 貸借対照表計上額、時価及び

その差額

貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はあり

ません。

2. 時価の算定方法 (1)有価証券

「注記表（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」の「有価証

券の評価基準及び評価方法」に記載しております。

(2)デリバティブ取引

該当事項はありません。

(3)上記以外の金融商品

短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているた

め、当該帳簿価額を時価としております。

3. 金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもありま

す。

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。

（1口当たり情報）

第7期計算期間

（2024年1月26日現在）

第8期中間計算期間

（2024年7月26日現在）

1口当たり純資産額 1.9256円 2.1135円

(1万口当たり純資産額) (19,256円) (21,135円)
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（参考情報）

当ファンドは、「アドバンテージ日本株式マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、中間

貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同ファンドの受益証券でありま

す。

なお、同ファンドの状況は以下のとおりであります。

以下に記載した情報は監査の対象外であります。

アドバンテージ日本株式マザーファンド

(1)貸借対照表

区分
2024年1月26日現在 2024年7月26日現在

金　額（円） 金　額（円）

資産の部

流動資産

コール・ローン 4,958,835 22,601,496

株式 476,092,900 460,660,280

未収配当金 756,600 518,500

流動資産合計 481,808,335 483,780,276

資産合計 481,808,335 483,780,276

負債の部

流動負債

流動負債合計 － －

負債合計 － －

純資産の部

元本等

元本 215,522,935 195,362,822

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） 266,285,400 288,417,454

元本等合計 481,808,335 483,780,276

純資産合計 481,808,335 483,780,276

負債純資産合計 481,808,335 483,780,276
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(2)注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 株式

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、金融商品取引所における最終相場（最終相場

のないものについては、それに準ずる価額）、又は金融商品取引業者

等から提示される気配相場に基づいて評価しております。

2. 収益及び費用の計上基準 受取配当金

受取配当金は、原則として株式の配当落ち日において、確定配当金額

又は予想配当金額を計上しております。

（貸借対照表に関する注記）

項目 2024年1月26日現在 2024年7月26日現在

1. 本報告書における開示対象ファンドの期首に

おける当該親投資信託の元本額

470,809,583円 215,522,935円

同期中における追加設定元本額 －円 10,035,125円

同期中における一部解約元本額 255,286,648円 30,195,238円

同中間期末における元本の内訳

ファンド名

アドバンテージ日本株式ファンド 215,522,935円 195,362,822円

計 215,522,935円 195,362,822円

2. 本報告書における開示対象ファンドの中間

計算期間末日における当該親投資信託の

受益権の総数

215,522,935口 195,362,822口

（金融商品に関する注記）

　金融商品の時価等に関する事項

項目
2024年1月26日現在及び

2024年7月26日現在

1. 貸借対照表計上額、時価及び

その差額

貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はあり

ません。

2. 時価の算定方法 (1)有価証券

「注記表（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」の「有価証

券の評価基準及び評価方法」に記載しております。

(2)デリバティブ取引

該当事項はありません。

(3)上記以外の金融商品

短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているた

め、当該帳簿価額を時価としております。

3. 金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもありま

す。

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。

（1口当たり情報）

2024年1月26日現在 2024年7月26日現在

本報告書における開示対象ファンドの中間計算期間

末日における当該親投資信託の1口当たり純資産額 2.2355円 2.4763円
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（1万口当たり純資産額） (22,355円) (24,763円)
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４【委託会社等の概況】（2024年8月末現在）

　（1）【資本金の額】

① 資本金の額

280百万円

② 会社が発行可能な株式総数

40,000株

③ 発行済株式総数

8,595株

④ 過去５年間における資本金の増減

該当事項はありません。

　（2）【事業の内容及び営業の状況】

委託会社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社で、証券投資信託

の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用

業）を行っております。また、「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っております。

2024年8月末現在、委託会社の運用する証券投資信託は、以下の通りです。

種類 本数 純資産総額

公募 追加型 株式投資信託 10本 55,728百万円

（親投資信託を除く）

　（3）【その他】

訴訟事件その他重要事項

該当事項はありません。

５【委託会社等の経理状況】

１）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。）並びに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣

府令第52号）に基づいて作成しております。

２）財務諸表の記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

３）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2023年４月１日から2024年

３月31日まで）の財務諸表について、SKIP監査法人による監査を受けております。

EDINET提出書類

キャピタル　アセットマネジメント株式会社(E14714)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

13/36



(1)【貸借対照表】

前事業年度 当事業年度

(2023年３月31日) (2024年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金 286,905 250,837

２　未収委託者報酬 207,692 215,776

３　未収運用受託報酬 2,225 2,810

４　未収収益 226 234

５　未収法人税等 12,407 3,748

６　関係会社短期貸付金 60,000 60,000

７　立替金 2,684 3,588

８　前払費用 4,807 5,752

９　その他 24 25

流動資産合計 576,974 542,773

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産 ※1 437 4,960

（１）器具備品 437 421

（２）リース資産 - 4,539

２　無形固定資産 52 52

（１）電話加入権 52 52

３　投資その他の資産 20 20

（１）その他 20 20

固定資産合計 509 5,033

資産合計 577,484 547,806

EDINET提出書類

キャピタル　アセットマネジメント株式会社(E14714)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

14/36



前事業年度 当事業年度

（2023年３月31日) (2024年３月31日)

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円）

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

１　未払金 21,790 16,681

２　未払代行手数料 92,437 93,761

３　未払費用 41,489 36,225

４　未払法人税等 1,656 2,934

５　未払消費税等 11,647 4,901

６　賞与引当金 12,027 13,558

７　預り金 2,345 4,894

８　リース債務 - 1,030

流動負債合計 183,394 173,985

Ⅱ　固定負債

　１　長期未払金 601 601

　２　退職給付引当金 5,443 5,794

　３　リース債務 - 4,072

固定負債合計 6,044 10,467

負債合計 189,438 184,453

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

１　資本金 280,000 280,000

２　資本剰余金 2,385 2,385

（１）資本準備金 2,385 2,385

３　利益剰余金 105,659 80,967

（１）利益準備金 11,967 16,970

（２）その他利益剰余金

繰越利益剰余金 93,691 63,997

株主資本合計 388,045 363,353

純資産合計 388,045 363,353

負債及び純資産合計 577,484 547,806
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(2)【損益計算書】

前事業年度

(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

当事業年度

(自　2023年４月１日

　至　2024年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業収益

１　委託者報酬 1,052,531 948,269

２　運用受託報酬 56,202 56,455

　　営業収益合計 1,108,733 1,004,724

Ⅱ　営業費用

１　支払手数料 457,113 441,842

２　広告宣伝費 848 1,086

３　調査費 135,244 136,160

４　委託計算費 29,939 30,982

５　営業雑経費 9,009 8,690

（１）　通信費 908 1,055

（２）　協会費 1,332 1,372

（３）　印刷費 6,768 6,263

　　営業費用合計 632,156 618,762

Ⅲ　一般管理費

　１　給料 217,037 242,163

（１）　役員報酬 36,950 29,700

（２）　給料・手当 125,752 154,109

（３）　賞与 11,688 13,343

（４）　賞与引当金繰入額 12,027 13,558

（５）　退職給付費用 4,208 2,422

（６）　法定福利費 26,411 29,029

２　旅費交通費 2,551 5,484

３　租税公課 6,767 6,094

４　不動産賃借料 16,545 17,095

５　減価償却費 1,398 466

６　業務委託費 ※1 94,578 49,762

７　その他一般管理費 31,376 29,157

　　一般管理費合計 370,255 350,223

営業利益 106,322 35,738

Ⅳ　営業外収益

１　受取利息 ※1 1,423 1,431

２　為替差益 2,456 2,652

３　雑収入 26 107

　　営業外収益合計 3,906 4,191

Ⅴ　営業外費用

１　支払利息 10 11

　　営業外費用合計 10 11
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経常利益 110,218 39,918
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前事業年度

(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

当事業年度

(自　2023年４月１日

　至　2024年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

Ⅵ　特別利益

１　投資有価証券清算益 2,132 -

　特別利益合計 2,132 -

Ⅶ　特別損失

１　固定資産除却損 - 0

　　特別損失合計 - 0

税引前当期純利益 112,350 39,918

法人税、住民税及び事業税 25,539 14,587

当期純利益 86,810 25,330
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(3)【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日） (単位：千円)

株主資本
評価・換算

差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

資本

準備金

利益

準備金

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

当期首残高 280,000 2,385 1,653 120,334 404,374 979

当期変動額

剰余金の配当 10,314 △113,454 △103,140

当期純利益 86,810 86,810

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△979

当期変動額合計 - - 10,314 △26,643 △16,329 △979

当期末残高 280,000 2,385 11,967 93,691 388,045 -

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計
資本

準備金

利益

準備金

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

当期首残高 280,000 2,385 11,967 93,691 388,045

当期変動額

剰余金の配当 5,002 △55,025 △50,022

当期純利益 25,330 25,330

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 5,002 △29,694 △24,692

当期末残高 280,000 2,385 16,970 63,997 363,353
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［注記事項］

（重要な会計方針）

1　固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

器具備品　　　４年～５年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

２　引当金の計上基準 賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備えるため、支払見込額を計上しております。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

３　収益および費用の計上基準 当社は、投資運用サービスを提供し、委託者報酬、運用受託報酬を稼得してお

ります。これらには成功報酬が含まれる場合があります。

委託者報酬

主な履行義務は、投資信託の管理・運用を行うことであります。

委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき日々の純資産価額に対する一定

割合として認識され、確定した報酬を投資信託によって月次、年４回、年２

回、もしくは年１回受取ります。当該報酬は投資信託の運用期間にわたり収

益として認識しております。

運用受託報酬

主な履行義務は、対象顧客との投資一任契約に基づき、資産配分及び投資商

品の売買判断と執行を行うことであります。

運用受託報酬は、当該投資一任契約に基づき、日々の純資産に対する一定割

合もしくは月末純資産価額に対する一定割合として認識され、確定した報酬

を対象口座によって月次もしくは年２回受取ります。当該報酬は対象口座の

運用期間にわたり収益として認識しております。

成功報酬

成功報酬は、投資信託の信託約款に基づき、対象となるファンドの特定のベ

ンチマークを超える超過運用益に対する一定割合として認識されます。当該

報酬は契約上支払われることが確定した時点で収益として認識しておりま

す。

４　その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（重要な会計上の見積り）

該当事項はありません。
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（貸借対照表関係）

前事業年度

(2023年３月31日)

当事業年度

(2024年３月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計額

器具備品　　　     　   　 8,661千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

器具備品　　　     　   　 7,503千円

リース資産　　　　　　　　　 238千円

（損益計算書関係）

前事業年度

(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

当事業年度

(自　2023年４月１日

　至　2024年３月31日)

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

業務委託費                46,260千円

受取利息　　　　　　　　　 1,421千円

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

業務委託費               32,760千円

受取利息　　　　　　　　　1,428千円
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（株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度期首

株式数

（株）

当事業年度

増加株式数

（株）

当事業年度

減少株式数

（株）

当事業年度末

株式数

（株）

発行済株式

普通株式 8,595 － － 8,595

合計 8,595 － － 8,595

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

(決議)
株式の

種類

配当金の

総額(千円)

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2022年6月28日

定時株主総会
普通株式 103,140 12,000

2022年

3月31日

2022年

6月29日

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

(決議)
株式の

種類

配当金の

総額(千円)

配当金

の原資

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2023年6月27日

定時株主総会
普通株式 50,022 利益剰余金 5,820

2023年

3月31日

2023年

6月28日

当事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度期首

株式数

（株）

当事業年度

増加株式数

（株）

当事業年度

減少株式数

（株）

当事業年度末

株式数

（株）

発行済株式

普通株式 8,595 － － 8,595

合計 8,595 － － 8,595

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

(決議)
株式の

種類

配当金の

総額(千円)

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2023年6月27日

定時株主総会
普通株式 50,022 5,820

2023年

3月31日

2023年

6月28日

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

(決議)
株式の

種類

配当金の

総額(千円)

配当金

の原資

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2024年6月25日

定時株主総会
普通株式 12,665 利益剰余金 1,473.56

2024年

3月31日

2024年

6月26日

EDINET提出書類

キャピタル　アセットマネジメント株式会社(E14714)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

22/36



（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファインス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

デジタル交換設備・電話機一式であります。

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「１.固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に関する取組方針

当社は、経営方針に基づいて資金調達計画を決定いたしますが、当事業年度においては増資による

資金調達は行っておりません。また、当事業年度において銀行借入れによる調達も行っておりませ

ん。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権は、主として契約により規定され、受託銀行において分別保管されている信託財産から支

払われる委託者報酬の未収分の計上に限定されるため、信用リスクに晒されることはほとんどない

と認識しております。

（３）金融商品にかかるリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行にかかるリスク）の管理

当社における契約履行者は、受託銀行において分別保管されている信託財産であり、営業債権

については、受託銀行とともに、取引先ごとに期日および残高管理をしております。信用リス

クに晒されることはほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や時価などの変動リスク）の管理

為替の変動リスクおよび価格の変動リスクは、リスク管理規程に基づき月次ベースで管理され

ています。

③ 資金調達にかかる流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、銀行借入による資金調達を行っておらず、親会社からの出資に依存して資金調達を行

います。

資金管理責任者は、常に資金繰りの状況を把握し、資金の調達または運用に関して的確な施策

を講じるとともに、手元流動性の維持等により流動性リスクを管理しています。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動原因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することはあり得ます。
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２．金融商品の時価等に関する事項

前事業年度（2023年３月31日）

以下の項目については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであるこ

とから、記載を省略しております。

「現金及び預金」「未収委託者報酬」「未収運用受託報酬」「未収収益」「未収法人税等」

「関係会社短期貸付金」「立替金」「未払金」「未払代行手数料」「未払費用」「未払法人税等」

「未払消費税等」「預り金」

当事業年度（2024年３月31日）

貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の通りです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

リース債務 5,102 5,085 △16

負債計 5,102 5,085 △16

以下の項目は、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、

記載を省略しております。

「現金及び預金」「未収委託者報酬」「未収運用受託報酬」「未収収益」「未収法人税等」

「関係会社短期貸付金」「立替金」「未払金」「未払代行手数料」「未払費用」「未払法人税等」

「未払消費税等」「預り金」

(注１) 金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（2023年３月31日） （単位：千円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 286,905 － － －

未収委託者報酬 207,692 － － －

未収運用受託報酬 2,225 － － －

未収収益

未収法人税等

関係会社短期貸付金

立替金

226

12,407

60,000

2,684

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

合計 572,142 － － －

当事業年度（2024年３月31日） （単位：千円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 250,837 － － －

未収委託者報酬 215,776 － － －

未収運用受託報酬 2,810 － － －

未収収益

未収法人税等

関係会社短期貸付金

立替金

234

3,748

60,000

3,588

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

合計 536,995 － － －
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(注２) リース債務の決算日後の返済予定額

前事業年度（2023年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（2024年３月31日） （単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

リース債務 1,030 1,043 1,056 1,070 902 －

合計 1,030 1,043 1,056 1,070 902 －

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該価格の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま

す。

(1)時価で貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

(2)時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品　

前事業年度（2023年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（2024年３月31日）

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース債務 － 5,085 － 5,085

負債計 － 5,085 － 5,085

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係わるインプットの説明

リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利

率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。

２．簡便法を適用した退職給付制度

　（1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

前事業年度

(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

当事業年度

(自　2023年４月１日

　至　2024年３月31日)

退職給付引当金の期首残高

　退職給付費用

　退職給付の支払額

千円

10,832

4,208

△9,597

千円

5,443

2,422

△2,072

退職給付引当金の期末残高 5,443 5,794

　（2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

前事業年度

(2023年３月31日)

当事業年度

(2024年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務

千円

5,443

千円

5,794

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,443 5,794

退職給付引当金 5,443 5,794

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,443 5,794

　（3）退職給付費用

前事業年度

(2023年３月31日)

当事業年度

(2024年３月31日)

簡便法で計算した退職給付費用

千円

4,208

千円

2,422
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度

（2023年３月31日)

当事業年度

（2024年３月31日)

千円 千円

繰延税金資産 繰延税金資産

未払事業税 491 未払事業税 819

退職給付引当金 1,666 退職給付引当金 1,774

賞与引当金 3,682 賞与引当金 4,151

繰越欠損金（注１） 120,684 繰越欠損金（注１） 120,684

その他    839 その他    925

繰延税金資産小計 127,365 繰延税金資産小計 128,355

税務上の繰越欠損金に 税務上の繰越欠損金に

係る評価性引当額（注1） △120,684 係る評価性引当額（注1） △120,684

将来減算一時差異の合計に 将来減算一時差異の合計に

係る評価性引当額 △6,680 係る評価性引当額 △7,671

評価性引当額小計 △127,365 評価性引当額小計 △128,355

繰延税金資産合計       － 繰延税金資産合計       －

（注）1.税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前事業年度（2023年３月31日） (単位：千円)

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超 合計

税務上の繰越

欠損金（※1）
－ － － － － 120,684 120,684

評価性引当額 － － － － － △120,684 △120,684

繰延税金資産 － － － － － － －

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

当事業年度（2024年３月31日） (単位：千円)

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超 合計

税務上の繰越

欠損金（※1）
－ － － － 104,050 16,633 120,684

評価性引当額 － － － － △104,050 △16,633 △120,684

繰延税金資産 － － － － － － －

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった項目別の内訳

前事業年度

(2023年３月31日)

当事業年度

(2024年３月31日)

法定実効税率 30.62% 法定実効税率 30.62%

（調整） （調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.99% 交際費等永久に損金に算入されない項目 5.79%

住民税均等割 0.26% 住民税均等割 0.73%

法人税特別控除 △1.78% 法人税特別控除 △1.12%

評価性引当額の増減 △7.85% 評価性引当額の増減 0.21%

その他 0.50% その他 0.32%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.73% 税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.54%

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示

に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処

理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

（収益認識に関する注記）

１．収益を分解した情報

前事業年度（自　2022年4月1日　至　2023年3月31日） （単位：千円）

主要な投資運用サービス 報酬合計 （うち成功報酬）

投資信託（委託者報酬） 1,052,531 (132,137)

投資一任契約（運用受託報酬） 56,202 (－)

合計 1,108,733 (132,137)

当事業年度（自　2023年4月1日　至　2024年3月31日） （単位：千円）

主要な投資運用サービス 報酬合計 （うち成功報酬）

投資信託（委託者報酬） 948,269 (－)

投資一任契約（運用受託報酬） 56,455 (－)

合計 1,004,724 (－)

２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針）３.収益及び費用の計上基準」に記載

の通りであります。
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（セグメント情報等)

［セグメント情報］

当社は資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

［関連情報］

１．サービスごとの情報

単一のサービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

２．地域ごとの情報

（１）営業収益

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

（２）有形固定資産

有形固定資産はすべて本邦に所在しております。

３．主要な顧客ごとの情報

前事業年度（自　2022年４月1日　至　2023年３月31日） （単位：千円）

投資信託の名称 営業収益 関連するサービスの種類

CAMベトナムファンド 246,431 投資運用業

ベトナム成長株インカムファンド 390,506 投資運用業

世界ツーリズム株式ファンド 316,537 投資運用業

当事業年度（自　2023年４月1日　至　2024年３月31日） （単位：千円）

投資信託の名称 営業収益 関連するサービスの種類

CAMベトナムファンド 106,802 投資運用業

ベトナム成長株インカムファンド 445,193 投資運用業

世界ツーリズム株式ファンド 258,512 投資運用業
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（関連当事者情報）

1. 関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

前事業年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

種類
会社等の

名称又は氏名
所在地

資本金

(百万円)

事業の

内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所有）

割合(％)

関連

当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親会社

キャピタル

フィナンシャル

ホールディングス

㈱

東京都

千代田区
1,000 持株会社

（被所有）

直接

100.0

役員の

兼任

業務委託

資金融資

業務委託費の

支払（注4）
46,260 － －

資金の貸付

(注3)
120,000 短期貸付金 60,000

利息の受取

(注3)
1,421 未収利息 226

建物の賃借

（注2）
9,932 － －

当事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

種類
会社等の

名称又は氏名
所在地

資本金

(百万円)

事業の

内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所有）

割合(％)

関連

当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親会社

キャピタル

フィナンシャル

ホールディングス

㈱

東京都

千代田区
1,000 持株会社

（被所有）

直接

100.0

役員の

兼任

業務委託

資金融資

業務委託費の

支払（注4）
32,760 － －

資金の貸付

(注3)
120,000 短期貸付金 60,000

利息の受取

(注3)
1,428 未収利息 234

建物の賃借

（注2）
17,095 － －
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（イ）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

前事業年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

種類
会社等の

名称又は氏名
所在地

資本金

(百万円)

事業の

内容

又は職業

議決権等

の被所有

割合(％)

関連

当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

同一の

親会社

を持つ

会社

キャピタル・

パートナーズ

証券㈱

東京都

千代田区
1,000

金融商品

取扱会社
－ 業務委託

証券代行

手数料の

支払（注1）

71,533
未払代行

手数料
3,222

業務委託費の

支払(注4)
33,034 － －

建物の賃借

（注2）
6,612 － －

同一の

親会社

を持つ

会社

キャピタル

リサーチ＆

インベスト

メンツ(株)

東京都

千代田区
40

投資銀行

・情報

サービス

会社

－ 業務委託

調査業務

委託支払

（注4）

12,000 － －

当事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

種類
会社等の

名称又は氏名
所在地

資本金

(百万円)

事業の

内容

又は職業

議決権等

の被所有

割合(％)

関連

当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

同一の

親会社

を持つ

会社

キャピタル・

パートナーズ

証券㈱

東京都

千代田区
1,000

金融商品

取扱会社
－ 業務委託

証券代行

手数料の

支払（注1）

35,226
未払代行

手数料
10,040

同一の

親会社

を持つ

会社

キャピタル

リサーチ＆

インベスト

メンツ(株)

東京都

千代田区
40

投資銀行

・情報

サービス

会社

－ 業務委託

調査業務

委託支払

（注4）

12,000 － －

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）支払手数料については、一般的な契約条件を参考に価格およびその他の条件を決定しており

ます。

（注2）使用面積割合等に基き、賃貸料金額等の取引条件を決定しております。

（注3）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保

は受け入れておりません。

（注4）提供を受ける業務内容に基づき、交渉のうえ価格等を決定しております。

2. 親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

キャピタル フィナンシャルホールディングス株式会社（非上場）

(2) 重要な関連会社の要約財務諸表

該当事項はありません。
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（１株当たり情報)

項目

前事業年度

(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

当事業年度

(自　2023年４月１日

　至　2024年３月31日)

１株当たり純資産額 45,147円82銭 42,274円94銭

１株当たり当期純利益金額 10,100円16銭 2,947円12銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（注１）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

項目
前事業年度

2023年３月31日

当事業年度

2024年３月31日

純資産の部の合計額 388,045 363,353

純資産の部の合計額から控除する金額 － －

普通株式に係る純資産額 388,045 363,353

１株当たり純資産の算定に用いられる普通株式の数 8,595 8,595

（注２）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

項目

前事業年度

(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

当事業年度

(自　2023年４月１日

　至　2024年３月31日)

当期純利益金額 86,810 25,330

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る当期純利益金額 86,810 25,330

普通株式の期中平均株式数(株) 8,595 8,595
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

2024年６月18日

キャピタル アセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

ＳＫＩＰ監査法人

　東京都千代田区

指定社員
公認会計士 宮村 和哉

業務執行社員

指定社員
公認会計士 葛西 晋哉

業務執行社員

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げられている

キャピタル アセットマネジメント株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、キャピタル アセットマ

ネジメント株式会社の2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責

任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる作業も実施していない。

財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬

により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要

性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行

い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施す

る。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・  財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状

況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事

項の妥当性を評価する。

・  経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務

諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告

書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・  財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関

連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか

を評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重

要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）1. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

2. 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

2024年９月20日

キャピタル アセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

ＳＫＩＰ監査法人

　東京都千代田区

指定社員
公認会計士 宮村 和哉

業務執行社員

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げられているア

ドバンテージ日本株式ファンドの2024年１月27日から2024年７月26日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、アドバン

テージ日本株式ファンドの2024年７月26日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（2024年１月27日から2024年７

月26日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準における当

監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定に従って、キャピタル アセットマネジメント株式会社及びファンドから独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成し有用な情報を

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評価し、

我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当

該事項を開示する責任がある。

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専門家としての判

断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・  不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応する中間監査手

続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬に

よる中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選

択及び適用される。

・  中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。
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・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性

を評価する。

・  経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査

人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、ファンドは継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・  中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して

有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

監査人は、経営者に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む中

間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

利害関係

キャピタル アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以　上

（※）1. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

2. 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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